
 

 

様式第１号（第４条関係） 

 

施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金交付申請書 

 

                         令和６年１月３１日 

 

 （あて先） 

 埼玉県知事  

 

                   住  所 〒330-9301 

                                             さいたま市浦和区高砂 X-X-X 

                   氏名・法人名 株式会社 埼玉園芸 

                   代表者名  埼玉 太郎 

                   連絡先電話番号 048-XXXX-XXXX                      

 

 下記により、施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金の交付を受けたいので、 

補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請 

します。 

 

記 

 

 

 １ 補助金交付申請額    金 865,770 円 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記入例】様式第1号

法人の場合
【氏名・法人名】に法人名
【代表者名】に代表者名　　を記入

個人の場合
【氏名・法人名】に氏名を記入（屋号は不要）
【代表者名】は空欄

別紙１より算出した結果、緑枠の額を記入してください。



 

２ 経営の概要 

 

個人・法人名 

 

株式会社 埼玉園芸 代表者名 埼玉 太郎 

経営類型 

 

施設花き 

経営の構成 

 

従業員数  ５ 名、常時雇用  ３ 名、臨時雇用 ２ 名 

認定農業者 

認定年月日※ 

令和２年１月１５日 

新規就農者 

認定年月日※ 

 

 ※該当する場合は記入 

 

３ 園芸施設の概要 

 

園芸施設の 

種類 

施設面積

（㎡） 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

使用 

(該当に〇) 

所在地 主な栽培品目 

鉄骨ハウス 

 

2,000   〇 さいたま市浦和区高砂 

X-X-X 

洋ラン 

 

 

    

 

 

    

 ※行が足りない場合は、適宜追加すること。 

   

４ 園芸施設での生産状況 

 

品 目 延べ栽培面積 

(㎡) 

生産量 

(鉢・本) 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ使用

(該当に○） 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ使用時期 

（○月～○月） 

洋ラン 

 

2,000  15,000 鉢    〇 令和３年８月～ 

令和５年１０月 

 

 

    

 

 

    

 ※行が足りない場合は、適宜追加すること 

 

 

施設花き、施設野菜等を記入してください。

鉄骨ハウス、パイプハウス等を記入してください。

栽培している品目ごとに記入してください。



 

 

５ 交付申請額の算定 

  別紙１補助金交付申請額算定書のとおり 

 

６ 添付資料  

（1）別紙 1 補助金交付申請額算定書 

（2）別紙 2 暴力団排除に関する誓約書 

（3）交付要綱第 4 条の 4 に定める資料 

（4）その他必要となる資料 

（１）別紙１のほか、
（２）～（４）も不足なく添付し申請してください。



別紙　１　　補助金交付申請額算定書

１　令和3年8月から令和4年1月の電気料金
（単位：円）

令和4年

8月 9月 10月 11月 12月 １月

東京電力
契約名　○○

301,234 300,087 287,632 298,071 300,911 400,678 1,888,613

東京電力
契約名　××

304,567 289,043 297,643 300,671 329,086 386,701 1,907,711

0

0

２　令和3年8月から令和4年1月の電気使用量
（単位：kWh）

令和4年

8月 9月 10月 11月 12月 １月

東京電力
契約名　○○

14,567 14,987 13,330 13,870 14,009 23,897 94,660

東京電力
契約名　××

15,640 13,897 14,430 13,245 14,499 21,678 93,389

0

0

３　令和5年5～10月の電気料金

（単位：円）

5月 6月 7月 8月 9月 10月

東京電力
契約名　○○

401,234 320,087 300,632 435,271 333,542 465,839 2,256,605

東京電力
契約名　××

345,670 444,782 278,981 300,110 367,829 457,262 2,194,634

0

0

４　令和5年5～10月の電気使用量
（単位：kWh）

5月 6月 7月 8月 9月 10月

東京電力
契約名　○○

10,019 14,613 12,034 12,783 13,072 22,682 85,203

東京電力
契約名　××

14,578 14,567 12,349 13,221 17,900 21,726 94,341

0

0

５　算定基礎額（令和3年8月から令和4年1月の平均単価）

算定基礎額

電気料金（A） 電気使用量（B） （E＝A/B）

3,796,324 188,049 20.2

６　物価上昇率（令和5年5～10月の平均単価／算定基礎額－１）

電気料金（C） 電気使用量（D）
平均単価
（F＝C/D）

4,451,239 179,544 24.8 20.2 0.23

７　電気料高騰分（算定基礎額×物価上昇率×令和3年8月から令和4年1月の電気使用量）

算定基礎額（E） 物価上昇率（G） 電気使用量（B）
電気料高騰分
（補助対象金額）
（H＝E×G×B）

20.2 0.23 188,049 865,770

8　補助申請額

865,770 円

179,544

令和5年

電力会社名
（契約名）

小計 合計（C）

4,451,239

令和5年

電力会社名
（契約名）

小計 合計（D）

物価上昇率
（G＝F/Eー１）

電力会社名
（契約名）

電力会社名
（契約名）

令和3年8月から令和4年1月

令和5年5～10月

算定基礎額（E）

令和3年

令和3年

合計（A）

合計（B）

小計

小計

188,049

3,796,324

記入するのは白セルのみです。
グレーセルは自動入力されます。

赤枠内は令和３年８月から令和４年１月の電気料金、電気使用量
の使用実績を記入してください。
電力会社発行の領収書の写し等から転記してください。

青枠内は令和５年５月から１０月の電気料金、電気使用量
の使用実績を記入してください。
電力会社発行の領収書の写し等から転記してください。

緑枠内に算出された金額が自動入力されます。
→様式第１号　補助金交付申請額に転記してください。



 

 

別紙２ 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業補助対象者は、施設園芸電気料金緊急支援事業の交付の申請をするに当たっ

て、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しな

いことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当

方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条 

例（平成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以 

下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人であ 

る場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し 

ている者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴 

力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者 

に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると 

き。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供 

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与 

しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非 

難されるべき関係を有しているとき。 

 

 

 

所在地：                           

 

氏 名：                           

 

法人名：                           

 

代表者職・氏名：                       



 

 

様式第２号（第５条関係） 

 

施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金交付決定通知書 

                        

                           第      号 

                           令和 年 月 日 

 

        様 

 

 

                              埼玉県知事        

 

 

 令和 年 月 日付けで申請のあった施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金に

ついては、下記のとおり交付する。 

 

記 

 

１ 交付決定額   金        円 

 

２ 支払方法 

  精算払いとする。 

 

３ 交付の条件 

（１）補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、知事の承認 

  を受けなければならない。 

（２）県の付した条件に違反した場合は、補助金の全部又は一部を返還させることが 

  ある。 

（３）補助事業者は、補助金に係る証拠書類を当該補助事業の完了の日の属す 

  る会計年度の翌会計年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（４）県は、補助事業者に対し、補助事業に係る事項について、調査、検査あるい 

  は報告を求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号

812,120

県から交付決定した申請者に対し通知します。
通知をうけたら速やかに様式３号を提出してください。



 

様式第３号（第７条関係） 

 

施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金交付請求書 

                        

                           令和６年２月２８日 

 

 （あて先） 

 埼玉県知事  

                    

                   住  所 〒330-9301 

                                             さいたま市浦和区高砂 X-X-X 

                   氏名・法人名 株式会社 埼玉園芸 

                   代表者名  埼玉 太郎 

                   連絡先電話番号 048-XXXX-XXXX        

 

 令和６年２月〇日付け 第〇〇号で交付決定のあった、施設園芸電気料金緊急支

援事業費補助金について、施設園芸電気料金緊急支援事業費補助金交付等要綱第５

条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額    金 812,120  円 

 

２ 補助金交付請求額    金 812,120  円 

 

３ 振込先 

 

金融機関名  金融機関コード  

支店名  支店コード  

口座種別 普 通 ・ 当 座 口座番号  

口座名義 

（漢字） 

 

口座名義 

（カナ） 

 

※補助金の振込を希望する金融機関の口座名義、金融機関名、支店名、および口座

番号を確認できる通帳写しを添付すること。 

様式第３号

法人の場合
【氏名・法人名】に法人名
【代表者名】に代表者名　　を記入

個人の場合
【氏名・法人名】に氏名を記入（屋号は不要）
【代表者名】は空欄

様式第２号で交付決定をうけた
金額を記入してください。
（１と２は同じ額を記入）


